
自公で過半数割れに
まで追い込んだ。

諦めず声をあげ続けてきた
運動の成果だとも

感じた。

衆議院選挙後は
率直に与党の半数割れが
嬉しかったし、この流れを
さらに加速させたい

首相が変わっても
国民生活が

変わらないのはなぜ？
誰に託せばいい？

政治がきちんと
動くように

選挙に行かなきゃ
いけません

悪政には
ウンザリだ。

新しい政治を望む

投票先を選択するとき、何を重要視しますか？

実質賃金の
低下

7/3公示 7/20投票

　続
く
物
価
高
と
そ
れ
に
見
合
わ

な
い
賃
金
に
よ
っ
て
、
国
民
生
活
は

厳
し
さ
が
増
し
て
い
ま
す
。
24
・

25
春
闘
で
は
大
企
業
は
高
水
準
の

賃
上
げ
を
実
施
す
る
な
か
中
小
企

業
は
賃
上
げ
が
す
す
ま
ず
、
２
０

２
４
年
１
年
間
の
実
質
賃
金
は
マ

イ
ナ
ス
０
・
３
％
、
２
０
２
５
年

も
す
で
に
４
カ
月
連
続
で
減
少
し
、

１
９
９
６
年
の
ピ
ー
ク
時
か
ら
年

額
74
万
円
も
減
っ
て
い
ま
す
。
政

府
・
与
党
は
物
価
高
対
策
と
し
て
、

全
国
民
を
対
象
に
１
人
当
た
り
２

万
円
給
付
す
る
こ
と
を
検
討
し
て

い
ま
す
が
、
今
必
要
な
の
は
、
そ
の

場
し
の
ぎ
の
対
策
で
は
な
く
、
持

続
性
の
あ
る
対
策
で
す
。

　医
療
・
社
会
保
障
に
目
を
向
け

れ
ば
、
２
０
２
５
年
度
予
算
案
に

高
額
療
養
費
の
負
担
上
限
の
引
き

上
げ
が
盛
り
込
ま
れ
、
多
く
の
国

民
の
怒
り
の
声
で
今
年
８
月
か
ら

の
実
施
は
見
送
り
と
な
っ
た
も
の

の
、
撤
回
は
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。

コ
ロ
ナ
禍
で
、
症
状
が
悪
化
し
入

院
治
療
が
必
要
に
な
っ
て
も
自
宅

や
介
護
施
設
に
留
め
置
か
れ
、
助

か
る
は
ず
の
い
の
ち
が
助
か
ら
な

か
っ
た
事
例
が
多
数
発
生
し
た
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
政
府
は
病
床
数

の
削
減
を
す
す
め
る
な
ど
、
さ
ら

な
る
医
療
・
社
会
保
障
費
の
削
減

を
狙
っ
て
い
ま
す
。「
骨
太
の
方
針

２
０
２
５
」
の
原
案
で
は
、
医
療
・

介
護
・
福
祉
労
働
者
の
賃
上
げ
、

医
療
機
関
・
介
護
事
業
所
の
経
営

の
安
定
、
離
職
防
止
に
よ
る
人
材

確
保
の
必
要
性
が
明
記
さ
れ
て
い

ま
す
が
、
社
会
保
障
費
の
抑
制
で

そ
れ
が
実
現
す
る
の
で
し
ょ
う
か
。

　政
府
が
す
べ
き
は
、
今
す
ぐ
全

て
の
国
民
が
安
心
し
て
生
き
暮
ら

せ
る
社
会
の
実
現
で
す
。
し
か
し
、

政
府
・
与
党
の
目
は
、
国
民
で
は

な
く
大
企
業
・
富
裕
層
に
し
か
向

い
て
い
ま
せ
ん
。
国
民
第
一
の
政

治
に
転
換
し
な
け
れ
ば
、
私
た
ち

の
い
の
ち
も
暮
ら
し
も
守
る
こ
と

が
で
き
ま
せ
ん
。
政
治
を
変
え
る

の
は
私
た
ち
国
民
の
一
票
一
票
で

す
。
愚
痴
だ
け
で
は
政
治
は
変
わ

り
ま
せ
ん
。
来
る
参
議
院
選
挙
に

は
必
ず
選
挙
へ
行
き
、
私
た
ち
の

手
で
全
て
の
国
民
の
い
の
ち
と
暮

ら
し
が
守
ら
れ
る
社
会
に
転
換
し

ま
し
ょ
う
。

希
望
が
見
い
だ
せ
る
社
会
の
実
現
へ

私
た
ち
の
一
票
で

国
民
の
い
の
ち
と
暮
ら
し
が

守
ら
れ
る
社
会
に

佐
々
木
悦
子

日
本
医
労
連
　中
央
執
行
委
員
長

守
ら
れ
る
社
会
に悦

子

7/3公示 7/20投票

な
い
賃
金
に
よ
っ
て
、
国
民
生
活
は

厳
し
さ
が
増
し
て
い
ま
す

25賃
上
げ
を
実
施
す
る
な
か
中
小
企

業
は
賃
上
げ
が
す
す
ま
ず
、
２
０
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０
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３
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０
２
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年
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９
９
６
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25年度予算案の主要経費別の前年度比伸び率

社会保障
1.5

（単位:%）

文教・科学
1.4

軍事費
9.5

公共事業
0.0

食料安定供給
▲0.1

前年物価上昇率
2.7

減反の末の
コメ不足、
米価高騰

軍事費が
増えている

（アメリカ製のミサイルや
戦闘機の爆買い）

期日前投票に行きませんか？

投票所の場所を
確認しましょう

毎日が
投票日！ 投票所は

すぐそこ

まずは

期日前投票とは

　期日前投票制度は、選挙期日（投開票日7月20日）前であって
も、選挙期日と同じ方法で投票を行うことができる仕組です。

期　間
公示日又は告示日の翌日（7月4日（金））から
選挙期日の前日（7月19日（土））まで
午前8時30分から午後8時まで

場　所
市区町村役場や出張所のほか、臨時で設置される
「期日前投票所」で投票できます。

持ち物
投票所入場整理券（なくても可）
選挙人名簿に登録されていれば、
入場整理券が無くても投票することができます。

※詳細は市区町村選管にお問い合わせください

参議院選挙の投票方法（１人２票）

※政党の総得票数に基づいてドント式により各政党の当選人の数が決まり、特定枠に記載されてい
る候補者名を名簿記載の順位のとおりに当選人とし、その他の名簿登載者についてその得票数の
最も多い者から順次当選人となります。

　原則、都道府県の区域（鳥取・島根、徳島・高知はそれぞれ２県
の区域）で行われ、有権者は「候補者名」を記載して投票します。

＊選挙区選挙（１票目）

　全国を単位に行われ、有権者は「候補者名」を記載して投票します。
候補者名に代えて「政党名」を記載して投票することもできます。

＊比例代表選挙（２票目）

悩みの声

値上げラッシュが
止まらず、節約が
追い付かない

人員増も給与の
増額もされない

診療報酬が
物価の上昇に
全く及ばない

■選挙公約
■印象や人柄
■家族や友人のすすめ
■所属政党の理念、これまでの行い。誠実かどうか
■政党として信頼するに足るかどうか
■演説でも広報でもよいが、その人の言うことが、分か
る・納得できるかどうか。自分の考えにより近い人を選
ぶ。高齢の人は選ばない

選
挙
区

比
例
代
表

10% 10%

65%

選挙
へ行こう選挙
こう

「医療労働者」1841・1842号合併号の読者アンケート結果より

患者・利用者と私たちの
未来を守る一票を

②大見出し（ヨコ）

③中見出し（タテ）

⑫私たちの一票で国民のいのちと暮らしが守られる社会に　

2025年6月23日



政党名 立憲民主党 国民民主党 日本共産党 れいわ新選組 社会民主党

１）�医師・看護師・
介護職員不
足の認識と、
解消のため
の施策

不足していると認識
（医師・看護師）
①�医療保険を医師偏在対策ではなく、都道府県や市町村の
自主性を尊重する医師確保対策を実行する。市町村や一
部事務組合でも独自に基金を創設し、医師確保ができる
ようにするため、医師確保のための基金を拡充する。
②�2024 年診療報酬改定で新設されたベースアップ評価料
や基本料引上げの効果を早期に検証し、看護師等のさら
なる賃上げが可能となる制度設計を行う。

③�医療現場での医療職間の連携を強化するとともに、医師
の指示の下で看護師が行う行為の在り方を見直すことや
特定看護師や薬剤師の職務拡大を目指すことにより、質
の高い医療を受けられるようにするなど、チーム医療を
推進する。

（介護職員）
①２）の回答と同じ
②�介護支援専門員（ケアマネジャー）は、5年ごとに必要
な研修を受講した上で更新手続をしなければなりません。
この更新研修と更新制については、経済的かつ時間的負
担となっている等の問題点が指摘されており、人材流出
の原因ともなっています。介護支援専門員における更新
研修と更新制の義務付けについて見直しを検討します。
③�介護福祉士養成校の運営支援を検討するとともに、現行
の「介護福祉士修学資金等貸付制度」を拡充すること等
により、必要な介護福祉士の要請、介護分野で働くこと
を目指す人の学びの場の確保、経済的負担の軽減を図り
ます。
④�介護職員の負担軽減のため、介護ロボットが介護現場の
重労働などを担うことができるよう、介護ロボットの研究
開発に投資します。また、心理面での負担軽減を図るた
め、介護職員に対するハラスメントを根絶し、過剰な要
求への対策を講じます。
⑤�介護分野の人手を確保するため、ハローワークの機能を
強化します。あわせて、介護職員の有料職業紹介を原則
禁止し、例外的に認める場合も手数料に上限を設けます。

不足していると認識
医療従事者の負担を軽減するた
め、不要な業務の削減につなが
る規制改革や、医師・看護師・
薬剤師等が実施可能な行為や
役割の見直しを進めるとともに、
女性医療従事者の就業継続・再
就職支援を行います。介護 DX
の推進による介護現場の効率化
を図るとともに、介護職員の人
材確保と職場への定着を図るこ
とを目的として、介護職員研修
（初任者研修・実務者研修・介
護支援専門員実務研修）を修了
した方に研修費用の一部を補助
します。

不足していると認識
①�医師については、日本はG7
の中で人口当たりの医師数は
最低です。医師の増員のため
には、医学部定員増が必要で
す。医師養成数の削減計画を
中止し、「臨時増員措置」を継
続します。
②�看護師不足の原因は、低賃金
と長時間・過密労働です。貴
団体の調査でも、看護師の賃
上げ率は他の産業を下回って
います。賞与の支給を見送る
医療機関も生まれています。
診療報酬の引き上げ、看護職
員の配置基準改善などによる、
看護師の計画的な増員が必要
です。
③�介護現場の人手不足の最大
の原因は、「全産業平均より月
５万円以上低い」とされる介
護職員の低賃金と長時間・過
密労働です。訪問介護の報酬
引き下げ撤回など介護報酬の
増額・改善と一体で、ホーム
ヘルパー、ケアマネジャー、
職員の処遇改善と、長時間労
働の是正が必要です。

不足していると認識
①�国の責任で、医師の絶対的不
足を解消するため、OECD水
準並みへの養成数の抜本増員
を続けつつ、偏在の是正・解
消に向けた政策的動員を行う。
規制の強化「一辺倒」よりも、
医師の意向にも配慮した地域
枠の大幅な拡充、不採算地域
での公立医療機関の確保、生
涯研修や教育・社会・福祉サー
ビスの充実など開業を増やす
ためのインフラ確保や、患者
減少地域における医療機関
の収入確保をはじめ、医師が
開業できる地域の条件整備と、
「どこに住んでいても、医療・
教育・行政サービスが確保で
きる」地域づくりへの一体的
な検討が必要。
②�医療従事者（看護師）の数を
増やし、長時間労働を防ぐた
めに賃金（特定最賃）を設定し、
地域間格差を是正する。
③�全産業平均より月額 7万円低
い介護職員の給与改善のため
に、処遇改善加算などの介護
報酬の枠組ではなく、国費で
直接一人当たり月10 万円引
き上げ、介護の現場で働きた
い人を増やす。

不足していると認識
医師の人手不足解消のために
は医師の確保が必要です。医
師の定員抑制から増員に向けた
政策転換や医師の地域偏在是
正へのさらなる取り組みが必要
だと考えます。また、医師の賃
上げのためには、医療機関の
経営の安定化が必要です。そ
のためにも、物価・賃金の上
昇に適切な対応ができるよう支
援の拡充が必要だと考えます。
看護師と介護職員の人手不足解
消のためには、賃上げと夜勤規
制などの労働環境の改善が不可
欠です。臨時の報酬改定や期中
改定までの賃上げ補助で全産業
の平均並みの賃上げ実現をめざ
します。

２）�ケア労働者
の賃金水準
引き上げにつ
いての賛否と
その理由

引き上げに賛成
全産業平均に比べて賃金が低く、このままの処遇ではさら
なる人材の流出が避けられないため

引き上げに賛成 引き上げに賛成
医療・介護・福祉・保育・学童
などで働くケア労働者の賃上げ
が、国民生活の安心・安全のう
えで緊急課題となっているから
です。

引き上げに賛成
権利としての介護保障を確立し、
豊かなケア社会を築くにはケア
労働者の待遇改善が必須です。

引き上げに賛成
ケア労働者は社会的基盤であり
ます。ケア労働者がいなければ
介護、育児などを家族らが担う
ために、労働者が離職するなど
多大な社会的損失が生じてしま
います。

賃金水準引き
上げ実現に向
けた施策

立憲民主党は、1月30日「介護・障害福祉従事者処遇改
善法案」を他の野党と共同で衆院に提出しました。政府の
処遇改善の上乗せ措置として、全ての介護・障がい福祉事
業所で働く全ての職員に対し、月額１万円の処遇改善を行
う内容です。立憲民主党は「１万円上げれば十分」とは全
く考えておらず、介護・障がい福祉従事者等の賃金水準を
他の業種の賃金水準の平均と同程度にするための方策につ
いて検討し、必要な措置を講ずることとする条文も本法案
に盛り込みました。

公定価格が給料決定に影響を及
ぼす介護職員、看護師、保育士
等の方々については10 年で地
域の実情を勘案しつつ給料を2
倍にするとともに、地域手当の
見直しを行います。処遇改善加
算等は直接給付します。現在対
象とされていない介護従事者に
ついては対象を拡大します。

ケア労働者の処遇は、診療報酬
や配置基準など「公定価格」「公
定基準」で決まります。人手不
足を解消し国民に安定したケア
を提供するのは、国の責任です。
診療報酬、介護報酬、障害福祉
報酬の期中改定を含めて、緊急
に財政措置を取ることが必要で
す。緊急に5000 億円を投入し
て、診療報酬の基本の部分を引
き上げます。

１）の施策と同じ 臨時の報酬改定を実施するなど
政治によってケア労働者の賃上
げや待遇改善を図っていきます。

３）�夜勤規制の
法制化が必
要かどうか
とその理由

夜勤規制が必要
医療や介護分野などでの夜勤・宿直・連続勤務問題や、労
働時間規制の適用除外されている業務等（管理・監督者、
農業・漁業従事者、研究開発業務など）については、規制
の適用・強化に向けた見直しを図るべきと考えるため

夜勤規制が必要
勤務から翌日まで一定の間隔を
空ける「インターバル規制」の
義務付け、長時間労働の温床と
なっている「裁量労働制」の厳
格化、労働時間管理の徹底、違
法残業等法令違反に反する罰則
の強化等、未だ解消されない多
くの業種の深刻な人材不足を解
消するためにも実効性のある規
制を設けます。

夜勤規制が必要
回数やインターバル時間などの
規制が、早急に求められていま
す。この規制は労使交渉に委ね
るのでなく、法的規制が必要で
す。

夜勤規制が必要
安心・安全・安定的なサービス
提供のためにはケア労働者の心
身の健康維持が不可欠

夜勤規制が必要
夜勤労働は健康リスクや安全リス
クが高い勤務であり、労働者だ
けでなく利用者や患者の安全を
守るためにも夜勤規制は必要だ
と考えます。

４）�参院選重点
公約にケア
労働者の処
遇改善を入
れるかどうか
とその理由

処遇改善を入れる
介護・障がい福祉従事者の給与を全産業平均へ引き上げる
こと、訪問介護の基本報酬の引き上げ、障がい福祉サービ
スなどの報酬改定を見直して障がい福祉サービスを充実さ
せること、などを公約に入れています。

処遇改善を入れる
参院選の公約は現在党内議論中
ですが、昨年の衆議院選挙にお
いても政策に掲げています。

処遇改善を入れる
ケア労働者の処遇改善は、憲法
が定める健康で文化的な最低限
度の生活を保障するために不可
欠だからです。

処遇改善を入れる
権利としての介護保障を確立し、
豊かなケア社会を築くにはケア
労働者の待遇改善が必須です。

処遇改善を入れる
今年は団塊世代が全員 75 歳以
上となるなどケア労働の必要性
が非常に高まっています。それ
にもかかわらず、訪問介護職員
の基本報酬引き下げなどケア労
働者の待遇が一層劣化していま
す。社民党はケア労働者の処遇
改善を重点公約として掲げます。

５）�これからの
医療・介護・
福祉のあり
方について
の考え

別紙「持続可能な地域医療をつくる重点政策」「介護の安
心実現ビジョン（中間報告）」をご参照ください。
※以下のQRコードをお読み取りください

自分らしい暮らしを人生の最後
まで続けることができるよう住ま
い・医療・介護・予防・生活支
援が一体に提供される「地域包
括ケアシステム」の取り組みを
拡充、強化します。公立・公的・
民間を問わず、地域にふさわし
いバランスのとれた医療・介護
サービス提供体制を構築する「地
域医療介護構想」を実現します。
持続可能な社会保障制度を構築
するために、能力に応じた負担、
科学的根拠に基づいた保険給付
範囲の見直し、医療・介護DX
の推進を通して質の向上と効率
化を図ります。

医療・介護・福祉は、すべての
国民が人間らしい暮らしを送る
ためのものです。わが党が 4月
16日に発表した「物価高騰から
暮らしを守る緊急提案」でも、「物
価高騰による医療、介護の経営
危機・提供基盤の崩壊を食いと
め、ケア労働者の賃上げをはか
る緊急措置を」掲げました。少
子・高齢化が進行するもとで日
本社会を守るためには、税金の
集め方と使い方を抜本的に改め
る必要があります。アメリカに言
われるままに異常な軍拡の道を
進んだら、暮らしも経済も押しつ
ぶされてしまいます。財界は社
会保障の負担増・給付削減の要
求を強めています。日本共産党
は、大企業優遇、アメリカ言いな
りという２つのゆがみを正し、日
本医労連の皆さんをはじめ国会
内外の運動と結んで、医療・介護・
福祉予算の抜本的拡充を実現す
る必要があると考えています。

コロナ禍によって日本の医療・保
健制度と社会保障制度の脆弱さ
が明らかとなりました。緊縮財政
による医療と社会保障の切り詰
めという医療・保健政策、社会
保障政策を大きく転換し、国費
を投じて医療と社会保障を充実
させます。医療従事者、介護・
保育従事者の処遇を大幅に改善
し、労働時間や業務負担を削減
することで、医療やケアの現場
で働く人を増やしていきます。

介護従事者の不足等により、介
護事業所のない自治体も存在し
ます。民間事業者だけでは必要
なサービスの量と質がまかなえ
ない地域では、自治体の福祉職
を増員し、「公務員ヘルパー」を
創設します。

高齢化の伸びの範囲内に医療
費など社会保障費の伸びを抑制
させる取り扱いが強まっていま
す。さらに、物価高などに対応
できていない診療報酬や介護
報酬によって病院や介護事業所
などの経営が困窮化し、医師や
介護職員などの賃上げや処遇
改善がまったく追いついていま
せん。その結果、患者や利用
者の自己負担額が増加し、地
域によっては病院や介護事業
所が統廃合・倒産し、患者ら
が医療や介護保険制度を利用
できない状況になっています。
社民党は、誰もが医療・介護な
どの公的サービスを享受できる
ように、社会保障費の抑制を改
め、ケア労働者の処遇改善や全
産業平均並みの賃上げ、自治体
病院、公的病院の統廃合や民営
化を推進する政府の地域医療構
想計画の中止などによって医療・
介護・福祉の公的サービスを拡
充していきます。

　日本医労連は5月、10政党に対して公開質問状を送付し、
5政党から下表のとおり回答がありました（6月16日時点）。
　将来に渡って国民のいのちをまもる砦として、医療・介護・
福祉サービスを安定的に提供するためには、ケア労働者の
賃金水準を引き上げ、人員不足を解消し、労働者が健康に働
き続けられる法整備が必要です。各政党がどの様に考えて
いるかをしっかり確認し、必ず投票に行きましょう。

※自由民主党、公明党、参政党、日本保守党は回答がありませんでした。日本維新の会は回答見送りを決定したとの返事が届きました。

2025年
　日本医労連は5月、10政党に対して公開質問状を送付し、
5政党から下表のとおり回答がありました（6月16日時点）。
　将来に渡って国民のいのちをまもる砦として、医療・介護・
福祉サービスを安定的に提供するためには、ケア労働者の
賃金水準を引き上げ、人員不足を解消し、労働者が健康に働
き続けられる法整備が必要です。各政党がどの様に考えて

5年参議院選挙
公開質問状に対する

各政党からの回答比較
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